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機械等による重篤な労働災害の防止対策について
～製造業や加工施設等を中心に～



労働災害発生件数

事故の型別ワースト

１ 転倒災害 324件
２ はさまれ・巻き込まれ災害 235件
３ 墜落・転落災害 116件
４ 動作の反動蒸れな動作 112件
５ 切れ・こすれ災害 103件

事故の型別ワースト(死亡)

１ 墜落・転落 ２件
はさまれ・巻き込まれ災害 ２件

２ 激突され １件
おぼれ １件



労働災害発生件数

機械に起因する労働災害の一例

機械のはさまれ・巻き込まれ災害

機械等の激突系災害

死亡や重篤な労働災害の発生



労働災害発生件数

墜落・転落による労働災害の一例

死亡や重篤な労働災害の発生



第14次労働災害防止計画(２０２３－2028)

業種別労働災害防
止対策の推進より
（製造業）



労働災害発生件数

全国



労働災害発生件数
北海道労働局発表



労働災害発生件数
北見署管内で最近発生した機械による災害の発生状況について

〇 令和７年は、製造業で、機械によるはさきれ・巻き込まれ災害が22件発生しました。
その中には、身体の一部を失うなど障害が残るものもありました。

〇 令和８年は、製造業で、機械によるはさまれ・巻き込まれ災害が9月末時点で４件発
生しており、そのうち、死亡労働災害により１名が亡くなりました。

〇 機械による災害は、一般動力機械、コンベヤーによるものが最も多く発生しています。
また、機械の通常使用時の災害より、清掃、調整中に機械を止めず作業し、機械に巻
き込まれる災害が多く発生しています。

〇 これからの時期は、農産物の収穫などによる繁忙期となり、薄暮時期が早まるなど
作業環境の変化もあり、労働災害が多発しやすい時期となりますので、安全衛生管理
の徹底が必要となります。



死亡労働災害事例



同種災害の再発防止について





同種災害の再発防止について

労働安全衛生法では、機械の清掃や調整、点検時に可動域などに近づく際には、機械を停止する
ことが義務付けられています。



同種災害の再発防止について

・安全衛生教育の実施(定期)
・作業手順書の作成
・職長等による作業指揮の徹底
・職場パトロール
・安全衛生意識高揚のための取組
(例：安全・衛生週間など)

回転部への囲いの設置、電源を切
り機械を停止させないと内部へ通
じる囲いを外せない(インターロッ
ク。例：洗濯機の蓋)などの工学的
な対策や、危険な作業自体を排除
し又は代替化するなどの本質的な
安全対策の推進。

不安全行動を踏まえた安全衛生管
理の一例



同種災害の再発防止について

〇作業手順を定め、書面等を作成し、危険性の有無などについて実態を把握する。
〇作業手順作成の際、➀行わなくても良い作業、②代替化できる作業、➂そもそも不具合が生じないようにする
などのことについて併せて検討し、出来る限り危険な作業の頻度を減らすこと。
〇上記を踏まえ、真に必要な清掃、調整、給油、点検などの作業について、機械の種類毎に停止して行うことが
できる安全な方法を検討する。
〇やむを得ず機械を動かしながら作業を行う場合(安衛規則第107条の除外事由に該当する場合)は、その作業の
ために囲いを設ける等の設備対策を優先して実行し、その他十分な長さの用具を使用するなどについて検討する。
また、センサー等を用いた機能安全についても検討する。
〇検討した事項を実証後に作業手順書として取りまとめ、労働者へ周知し、職長等の責任者の指揮の下で徹底さ
せる。
〇なお、ヒューマンエラー等による災害を考え、危険性が高いものについては、機械を止めないと蓋が開かない
構造とする(インターロック)など、工学的な改善を併せて検討し推進する。(リスクアセスメントを推進する。)

労働安全衛生規則第107条を遵守し労働災害を防止するために

〇作業手順で定められていない突発的、又は緊急的な作業(非定常作業)が生じた場合であっても、作業方法を作
業者任せにせず、責任者らと安全な作業方法を検討し、必要に応じ安全担当者などの確認を受け、安全を十分に
確保(機械停止等)してから作業すること。



同種災害の再発防止について

〇既に作業手順がある場合は、災害事例などにより知り得た知見により、作業手順の安全性を再評価し内容を
アップデートすること。

情報源 例
・自社等の災害事例、労働者から寄せられたヒヤリ・ハット事例、パトロール等の指摘
・災害情報提供サイト等の活用

例(厚生労働省サイト)

職場のあんぜんサイト：労働災害事例検索
https://anzeninfo.mhlw.go.jp/jirei/sai_search.html

労働安全衛生規則第107条を遵守し労働災害を防止するために

https://anzeninfo.mhlw.go.jp/jirei/sai_search.html


同種災害の再発防止について(工学的対策)

出典：滋賀労働局彦根署
製造業の現場における安全対策の好事例集より

機能安全の例

フールプルーフ
起動防止機構(安全プラグ)



同種災害の再発防止について（安全衛生教育）
労働者への安全衛生教育について

〇実施時期など
雇入れ時、作業内容変更時 (法定)
概ね5年毎の定期 (通達等)
高年齢労働者 (通達等) など

未熟練労働者に対する安全衛生教育マニュ
アル｜厚生労働省

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunits
uite/bunya/0000118557.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunits


監督署における指導事例等について
１ 安全衛生管理体制の整備、安全衛生委員会の運営など

２ 自主的安全衛生活動(リスクアセスメントなど)

３ 動力機械等の安全対策(囲いや覆いの設置、清掃時等の機械停止など)

４ フォークリフト等の安全対策(資格、点検、接触防止対策など)

５ 墜落・転落防止対策(手すりの設置、安全帯の使用、脚立からの墜落防止など)

６ 安全衛生教育の推進

７ 行動災害(転倒災害や腰痛)の防止、高年齢労働者の労働災害防止対策など

８ 健康診断の実施、過重労働対策、メンタルヘルス対策の推進など



その他ベルトコンベヤー安全対策について

労働安全衛生規則
第百一条(原動機、回転軸等による危険の防止)
事業者は、機械の原動機、回転軸、歯車、プーリー、ベルト等の労

働者に危険を及ぼすおそれのある部分には、覆（おお）い、囲い、ス
リーブ、踏切橋等を設けなければならない。

労働安全衛生規則
第百五十一条の七十八(非常停止装置)
事業者は、コンベヤーについては、労働者の身体の一部が巻き込ま
れる等労働者に危険が生ずるおそれのあるときは、非常の場合に直ち
にコンベヤーの運転を停止することができる装置(第百五十一条の八
十二において「非常停止装置」という。)を備えなければならない。

労働安全衛生規則やコンベヤーの安全基準
に関する技術上の指針において、基準が定め
られています。
以下、代表的な安全基準のを一例としてご

紹介いたします。



その他ベルトコンベヤー安全対策について



フォークリフトの安全対策について（接触災害防止）

災害事例１
工場内でフォークリフト近くを通行していた労働者
が、後退中のフォークリフトに轢かれました。

対策例
１.フォークリフトの動線と労働者(歩行者)の動線が交
わらないよう、フォークリフトから離れた安全な位置
に安全通路を設け、フォークリフト稼動中は稼動範囲
内への立ち入りを禁止しましょう。
２.フォークリフトの安全な徐行速度を定め運転手に
遵守させると伴に、後方確認や合図により周囲の安全
を確認してから運転を開始することを習慣化させてく
ださい。

誘導なしで
稼働内は立入禁止



フォークリフトの安全対策について

労働安全衛生規則第百五十一条の七(接触の防止)

１ 事業者は、車両系荷役運搬機械等を用いて作業を行うときは、運転中の車両系荷役運搬機械等又ははその荷に接触する
ことにより危険が生ずるおそれのある箇所に当該作業場において作業に従事する者が立ち入ることについて、禁止する旨
を見やすい箇所に表示することその他の方法により禁止しなければならない。ただし、誘導者を配置し、その者に当該車
両系荷役運搬機械等を誘導させるときは、この限りでない。

２ 前項の車両系荷役運搬機械等の運転者は、同項ただし書の誘導者が行う誘導に従わなければならない。

労働安全衛生規則第百五十一条の三(作業計画)

１ 事業者は、車両系荷役運搬機械等を用いて作業(不整地運搬車又は貨物自動車を用いて行う道路上の走行の作業を除く。
以下第百五十一条の七までにおいて同じ。)を行うときは、あらかじめ、当該作業に係る場所の広さ及び地形、当該車両系
荷役運搬機械等の種類及び能力、荷の種類及び形状等に適応する作業計画を定め、かつ、当該作業計画により作業を行わ
なければならない。

2 前項の作業計画は、当該車両系荷役運搬機械等の運行経路及び当該車両系荷役運搬機械等による作業の方法が示されてい
るものでなければならない。

3 事業者は、第一項の作業計画を定めたときは、前項の規定により示される事項について関係労働者に周知させなければ
ならない。



フォークリフトの安全対策について

(作業計画書の抜粋) (出典：鳥取労働局フォークリフト作業計画の参考様式等をご活用ください)



労働安全衛生法の運転資格について



リスクアセスメントについて



リスクアセスメントについて



リスクアセスメントについて



リスクアセスメントについて



墜落・転落災害防止について（脚立）



墜落・転落災害防止について（脚立）

保護帽の用途(墜落時保護用)
を確認してください。



墜落・転落災害防止について（脚立）



転倒災害の防止について



転倒災害の防止について



転倒災害の防止について



職長教育について





注文者等による対策
(事業者等の責務)
第三条  事業者は、単にこの法律で定める労働災害の
防止のための最低基準を守るだけでなく、快適な職場
環境の実現と労働条件の改善を通じて職場における労
働者の安全と健康を確保するようにしなければならな
い。また、事業者は、国が実施する労働災害の防止に
関する施策に協力するようにしなければならない。
2  機械、器具その他の設備を設計し、製造し、若し
くは輸入する者、原材料を製造し、若しくは輸入する
者又は建設物を建設し、若しくは設計する者は、これ
らの物の設計、製造、輸入又は建設に際して、これら
の物が使用されることによる労働災害の発生の防止に
資するように努めなければならない。
3  建設工事の注文者その他の仕事を他人に請け負わ
せる者は、施工方法、作業方法、工期、納期等につい
て、安全で衛生的な作業の遂行を損なうおそれのある
条件を付さないように配慮しなければならない。



製造業や建設業の混在作業環境における連絡調整1

安衛法第30条、第30条の２
改正法が令和８年4月より施行



製造業や建設業の混在作業環境における連絡調整２

安衛法第30条、
第30条の２
改正法が令和８
年4月より施行



製造業や建設業以外の業種の混在作業環境における連絡調整



危険・有害業務等を行う個人場業者等への義務付け



災害報告制度(令和９年１月から)









個人事業者等の安全衛生対策について｜厚生労働省
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koy
ou_roudou/roudoukijun/anzen/anzeneisei03_00004.htm
l

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koy

